
高松市成人用肺炎球菌・帯状疱疹予防接種の実施について
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１ ワクチンの取扱いにおける注意点

（１） ワクチンは各医療機関で購入してください。
（２） 接種するワクチンの種類・検定合格日・有効期限を確認し、外観にも異常

（混濁・着色・異物の混入等）がないことを確認してください。
また、ワクチンの保管等については、凍結させない、遮光するなどワクチ

ンの添付文書を確認の上、適切に取り扱ってください。
（３） 予防接種の際はワクチンの有効期限が切れていないか今一度確認の上、接

種を行ってください。

１



２ 対象者

※１ 経過措置期間中は、成人用肺炎球菌と帯状疱疹の対象年齢が異なる点につい
て御注意ください。

※２ 帯状疱疹については、心臓、腎臓又は呼吸器の機能障害による身体障害者手
帳１級を有する者は対象外です。

（例）昭和３５年８月１日生まれの者が定期予防接種を希望する場合

成人用肺炎球菌

帯 状 疱 疹

R7.4.1 R8.8.1R8.3.31R7.8.1

65歳 66歳

接種可能

接種可能

R8.7.31

２

帯状疱疹成人用肺炎球菌

① （令和７年度～令和１１年度まで）
６５歳、７０歳、７５歳、８０歳、

８５歳、９０歳、９５歳、１００歳に
なる者 （令和７年度に限り１００歳
以上となる者も対象）※１
（令和１２年度以降）
６５歳の者（６５歳の誕生日の前

日から６６歳の誕生日の前日の間に
ある者）

② ６０歳以上６５歳未満の者あって、
ヒト免疫不全ウイルスによる免疫の機
能障害で身体障害者手帳１級を有する
者 ※２

① ６５歳の者（６５歳の誕生日の前
日から６６歳の誕生日の前日の間に
ある者） ※１

② ６０歳以上６５歳未満の者あって、
心臓、腎臓又は呼吸器の機能障害に
よる身体障害者手帳１級を有する者
又はヒト免疫不全ウイルスによる免
疫の機能障害で身体障害者手帳１級
を有する者 ※２



接種間隔接種回数・接種
方法ワクチン名予防接種名

ー

0.5mlを
1回
筋肉内又は皮下
に接種

２３価肺炎球菌莢
膜ポリサッカライ
ドワクチン ※１

肺炎球菌

ー

0.5mlを
1回
皮下に接種

乾燥弱毒生水痘ワ
クチン（阪大微
研）

帯状疱疹 ※２

2か月以上の間隔を置いて2
回目の接種を行う。

ただし、疾病又は治療に
より免疫不全であるもの、
免疫機能が低下したもの又
は免疫機能が低下する可能
性があるもの等については、
医師が早期の接種が必要と
判断した場合、１か月以上
の間隔を置いて２回目の接
種が可能。

0.5mlを
2回
筋肉内に接種

乾燥組換え帯状疱
疹ワクチンシング
リックス（グラク
ソ・スミスクライ
ン株式会社）

３

※１ 沈降１５価肺炎球菌結合型ワクチン（バクニュバンス）及び沈降２０価肺炎
球菌結合型ワクチン（プレベナー２０）を定期接種に使用することはできません。

※２ 帯状疱疹ワクチンの交互接種はできません。

３ 実施方法及び用いるワクチン

「B類疾病予防接種ガイドライン」に基づいて実施してください。（最新版につ
きましては、準備ができ次第お送りします。例年秋ごろに送付しています。）。



（２） 自己負担金減免対象者
対象者の条件を満たし、次の①～③のいずれかを満たす者

① 生活保護法による保護を受けている者
② 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及

び特定配偶者の自立の支援に関する法律による支援給付等を受けている者
③ 令和７年度の市民税が非課税の世帯に属する者

（３） 自己負担金減免対象者証明書類
自己負担金減免対象者であることが確認できる証明書が、被接種者１人につ

き１枚必要です（原本又はコピーを予診票に添付して提出する必要がありま
す。）。

詳しくは参考９「成人用肺炎球菌・帯状疱疹予防接種対象者・自己負担金フ
ローチャート」を参考にしてください。

４

※ なお、⾧期にわたり療養を必要とする疾病等により、本来の年度外で定期接種
を実施した場合については、接種費用は本来の接種該当年度の金額ではなく、接
種を実施した年度の接種費用額となります。

帯状疱疹

肺炎球菌 組換えワクチン生ワクチン

６，６００円２，６００円２，４００円

（１） 自己負担金
各医療機関の窓口で、被接種者本人から徴収してください。

４ 接種費用



（４）自己負担金減免区分表

減免に必要な証明書
類 ※２

帯状疱疹
（組換えワクチン）

帯状疱疹
（生ワクチン）肺炎球菌区分

生活保護受給証明書
（参考５）０円０円０円

生活保護法
による保護
を受けてい
る者

支援給付受給証明書
（参考６）０円０円０円

中国残留邦
人等の円滑
な帰国の促
進並びに永
住帰国した
中国残留邦
人等及び特
定配偶者の
自立の支援
に関する法
律による支
援給付等を
受けている
者

自己負担金減免承認
通知書（参考１）

令和７年度介護保険
料決定通知書兼納入
通知書（参考２）

令和７年度介護保険
料賦課状況確認書
（参考３）

令和７年度市民税課
税状況の確認票
（参考４）

４，０００円 ※１０円０円

令和７年度
市民税が非
課税である
世帯に属す
る者

５

※１ 令和７年度の市民税が非課税の世帯に属する者が、帯状疱疹ワクチンのうち、
組換えワクチン（シングリックス）の接種を希望する場合は、全額自己負担金
免除にはなりませんので、御注意ください。減額に必要な書類の提出を受けた
うえで、各医療機関の窓口で４，０００円を徴収してください。

※２ 自己負担金の減免に必要な証明書の見本につきましては、P.１１～１６の参
考１～６を御覧ください



通知時期対象者の誕生月予防接種名

７月下旬４月～６月

肺炎球菌

誕生日の前月下旬７月～翌年３月

７月下旬４月～翌年３月帯状疱疹

５ 対象者への通知方法等

（１）通知方法

対象者には次のとおり、予診票及びお知らせをお送りいたします。

（２） 予診票について
予診票の記入方法については、予診票記入例(参考１１)を参照いただき、サ

イン等の記入漏れがないように御確認をお願いします（接種不可の場合でも診
察前の体温の欄の記入と本人サインは必要です。）。

定期の予防接種は、接種日において高松市に住民票のある人が対象です。予
診票やお知らせを持っていても、接種日時点で高松市外に転出している場合は、
高松市が委託料をお支払いする対象者とはなりませんので御注意ください。

※ 被接種者が自署できない場合は、本人のサイン欄に代筆者が被接種者の
氏名を記入し、代筆者氏名欄に代筆者氏名及び被接種者との続柄を記入し
てください。代筆者については、本人をよく知っている方や日頃ケアを
行っている方でも構いませんが、接種を行う医療機関の従事者である医師
や看護師の代筆は認められていません。

６



（３） 自己負担金の償還払いについて
対象者への最初の通知は、７月下旬ですが、成人用肺炎球菌・帯状疱疹予防

接種の接種対象期間は通年です。接種の対象年齢を満たす方が４月１日から予
診票が届くまでに接種を希望される場合は、感染症対策課へ連絡いただければ
予診票を早期に発行いたします。その場合、接種日を含む年度の課税状況につ
いて確認することができなければ、自己負担金が必要となります。当該年度の
市民税確定後、非課税世帯に属する方は、感染症対策課へ償還払いの申請がで
きますので対象者に御案内ください。

（４） ⾧期にわたり療養を必要とする疾病にかかった者等の定期接種機会の確保
（平成２５年１月３０日付け厚生労働省通知）

成人用肺炎球菌については、接種対象年度において、次の特別の事情がある
ことにより、予防接種を受けることができなかったと認められる者については、
当該特別の事情がなくなった日から起算して１年を経過する日までの間は定期
の予防接種として取り扱うことができます。
≪特別の事情≫

① 次のアからウまでに掲げる疾病にかかったこと（やむを得ず定期接種を
受けることができなかった場合に限る。）
ア 重症複合免疫不全症等免疫の機能に支障を生じさせる重篤な疾病
イ 白血病等免疫の機能を抑制する治療を必要とする重篤な疾病
ウ ア又はイの疾病に準ずると認められるもの

※ 上記に該当する疾病の例は、定期接種実施要領の別表２に掲げるとお
り。

ただし、予防接種の実施可否の判断は、あくまで予診を行う医師の診
断の下、行われるべきであるとされている。

② 臓器の移植を受けた後、免疫の機能を抑制する治療を受けたこと（やむ
を得ず定期接種を受けることができなかった場合に限る。）

③ 医学的知見に基づき、①又は②に準ずると認められるもの
④ 災害、ワクチンの大幅な供給不足その他これに類する事由が発生したこ

と（やむを得ず定期接種を受けることができなかった場合に限る。）
医療機関は、該当者であると判断した場合は、感染症対策課（℡839-2870）

に御連絡ください。「予防接種理由書（特定疾病に係る予防接種法に基づく）」
をお送りします。

７



６ 接種希望者が持参するもの

予診票、自己負担金
※ 「２ 対象者 ②」に該当する者は、予防接種対象者確認書(参考７)又は身体

障害者手帳(参考８)
※ 「５ 接種費用（２）自己負担金減免対象者」に該当する者は、その証明書

(参考１～６のうち、いずれか１つ)

７ 他の予防接種との接種間隔

８ 予防接種の記録について

９ 予防接種の実施報告及び委託料の支払い

（１） 実施報告書及び予診票（２枚複写の１枚目）の提出
実施医療機関は１か月分の件数をまとめて、翌月１０日（土・日・祝日の場

合はその翌平日）までに（必着）、感染症対策課に提出してください。
※ ４月～７月実施分については、実施月のみ実施報告書の提出が必要です。
８月以降分は実施が０件でも実施報告書の提出は必要です。

ただし、０件の場合はＦＡＸでの提出も可とします。FAXで実施報告書を
提出する場合は、院⾧名欄へ押印をしないようお願いいたします。

※ 自己負担金減免対象者は、その証明書（参考１～６のうち、いずれか１
つ）を予診票に添付してください。
※ 「２ 対象者 ②」に該当する者は、予診票に身体障害者手帳の写し（参

考７）を添付してください。また、自己負担金が減免の場合は、自己負担
金減免証明書（参考１～６のうち、いずれか１つ）も併せて添付してくだ
さい。

２３価肺炎球菌莢膜ポリサッカライドワクチン及び乾燥組換え帯状疱疹ワクチ
ンについては、他の予防接種との接種間隔の規定はありません。乾燥弱毒生水痘
ワクチンについては、他の生ワクチン（注射剤）の接種を受けた者は、通常、
２７日以上間隔を置いて接種してください。

予防接種を行った際は、被接種者が健康手帳を持参している場合には、健康手
帳に接種年月日・ロット番号及び医療機関・医師名等の必要事項を記入してくだ
さい。健康手帳を持参していない場合は、別添の高松市予防接種済票に記入し、
交付してください。

８



９

（２） 支払について
高松市は、実施報告書に基づいて算定した委託料を高松市内３医師会連合会

に一括して支払い、その後同連合会が各医療機関の口座に振り込みます。

10 接種後の副反応の取扱い

（１） 予防接種による副反応、又はその疑いのある患者を診察した場合は、いっ
たん保険診療としてください。その際、患者又は家族から詳しく問診し、病歴
を確実に記載しておいてください。

主要症状について確実に把握し、詳細に記載しておいてください。
また、接種部位の変化（発赤・膨張及び化膿等）の有無及び程度、発生日

時について必ず記載しておいてください。
（２） 定期及び任意の予防接種について、副反応の報告基準に該当する症状を診

断したときは、速やかに（独）医薬品医療機器総合機構（ＰＭＤＡ）へ報告し
て下さい。

また、そのことについて、厚生労働省等から情報収集等の協力依頼があった
場合には、御協力をお願いします。

① 報告書を作成（次のア又はイのいずれか）
ア 「予防接種後副反応疑い報告書（様式１）」
イ 「予防接種後副反応疑い報告書入力アプリ」で作成した報告書（国立感

染症研究所のホームページからダウンロード）
② 報告

（独）医薬品医療機器総合機構（ＰＭＤＡ）へFAX（FAX番号:０１２０
－１７６－１４６）。その症状が次のものと疑われる場合は、調査票を作成
して報告してください。

・急性散在性脳脊髄炎（ADEM） → 急性散在性脳脊髄炎（ADEM）調査票
・ギラン・バレ症候群（GBS） → ギラン・バレ症候群（GBS）調査票
・血栓症（血栓塞栓症を含む。）（TTS） → 血栓症(TTS)調査票
（血小板減少症を伴うものに限る。）
・心筋炎 → 心筋炎調査票
・心膜炎 → 心膜炎調査票



11 予防接種健康被害救済制度について

定期の予防接種によって引き起こされた副反応により、医療機関での治療が必
要になったり、生活に支障がでるような障がいを残すなどの健康被害が生じた場
合で、当該予防接種との因果関係を厚生労働大臣が認定した場合は、予防接種法
に基づき健康被害に対する給付を受けることができます。

任意の予防接種によって引き起こされた健康被害については、医薬品副作用被
害救済制度を利用できます。

高松市から対象者に送付する個別勧奨のお知らせに、予防接種健康被害救済制
度や医薬品副作用被害救済制度について記載していますが、その制度についてお
問合せがありましたら、Ｂ類疾病予防接種ガイドラインに記載されている内容を
参考に説明していただくか、感染症対策課に問い合わせるようお伝えください。

12 予防接種時の間違いの報告について

誤った用法用量や、有効期限の切れたワクチンでの接種、接種間隔の誤り、血
液感染を起こしうる状態での接種など、予防接種の間違いを把握した場合、必ず
感染症対策課へ報告してください。

また、その時点で、直ちに間違いがあったことについて被接種者に謝罪すると
ともに、有効性や安全性に関すること及びその後の対応等について説明を行って
ください。

13 その他

令和６年度より、高松市のホームページから実施要領等がダウンロードできる
ようになりました。実施報告書の原本を紛失された場合等に御活用ください。
「高松市公式ホームページ もっと高松」
→「くらしの情報」→「健康・福祉」→「医療」→「予防接種・健康診査・検
診」→「予防接種」→「医療機関の皆様へ」
URL:https://www.city.takamatsu.kagawa.jp/smph/kurashi/kenkou/iryo/
shinsa/yobou_sesshu/iryoukikan.html

お問合せ先 高松市感染症対策課
TEL:０８７－８３９－２８７０
FAX:０８７－８１３－０２２１

１０



※ 様式は、一部変更となる可能性がございます。

参考1

１１

様式第５号（第１１条関係）  

高  第     号  

  年  月  日  

            様 

 

高松市長 

 

定期予防接種（Ｂ類疾病）自己負担金減免承認通知書  

 

     年  月  日付けで申請のあった定期予防接種（Ｂ類疾病）自己

負担金減免申請については、審査の結果、次のとおり、減免を承認しますの

で定期予防接種（Ｂ類疾病）実施要綱第１１条第３項の規定により通知しま

す。  

 

 

予防接種の種類 自己負担額（１回あたり） 接種回数 

   

   

   

 

上記の予防接種を受ける際は、この承認通知書を実施医療機関に提出して

ください。  

 

 



※ 様式は、一部変更となる可能性がございます。

参考2
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※ 様式は一部変更となる可能性がございます。

参考3
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＜様式は、一部変更となる可能性がございます。＞
参考4
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参考7

１７

様式第２号（第３条関係）  

高    第   号  

  年  月  日  

           様  

 

高松市長         

 

定期予防接種（Ｂ類疾病）対象者確認書  

 

     年   月  日付けで申請のあった定期予防接種（Ｂ類疾病）対象

者確認申請については、審査の結果、次のとおり対象者であることを確認し

ましたので、高松市定期予防接種（Ｂ類疾病）実施要綱第３条第３項の規定

により通知します。  

 

 予防接種の種類  

 

上記の予防接種を受ける際は、この確認書を実施医療機関に提出してください。

 



参考8

１８



１９
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成人用肺炎球菌予防接種対象者・自己負担金フローチャート 参考9

２１



帯状疱疹定期予防接種対象者・自己負担金フローチャート

２２



帯状疱疹定期予防接種対象者早見表

生年月日年度

昭和３５年４月２日 ～ 昭和３６年４月１日
昭和３０年４月２日 ～ 昭和３１年４月１日
昭和２５年４月２日 ～ 昭和２６年４月１日
昭和２０年４月２日 ～ 昭和２１年４月１日
昭和１５年４月２日 ～ 昭和１６年４月１日
昭和１０年４月２日 ～ 昭和１１年４月１日
昭和 ５年４月２日 ～ 昭和 ６年４月１日
大正１５年４月１日以前

令和７年度

昭和３６年４月２日 ～ 昭和３７年４月１日
昭和３１年４月２日 ～ 昭和３２年４月１日
昭和２６年４月２日 ～ 昭和２７年４月１日
昭和２１年４月２日 ～ 昭和２２年４月１日
昭和１６年４月２日 ～ 昭和１７年４月１日
昭和１１年４月２日 ～ 昭和１２年４月１日
昭和 ６年４月２日 ～ 昭和 ７年４月１日
大正１５年４月２日 ～ 昭和 ２年４月１日

令和８年度

昭和３７年４月２日 ～ 昭和３８年４月１日
昭和３２年４月２日 ～ 昭和３３年４月１日
昭和２７年４月２日 ～ 昭和２８年４月１日
昭和２２年４月２日 ～ 昭和２３年４月１日
昭和１７年４月２日 ～ 昭和１８年４月１日
昭和１２年４月２日 ～ 昭和１３年４月１日
昭和 ７年４月２日 ～ 昭和 ８年４月１日
昭和 ２年４月２日 ～ 昭和 ３年４月１日

令和９年度

昭和３８年４月２日 ～ 昭和３９年４月１日
昭和３３年４月２日 ～ 昭和３４年４月１日
昭和２８年４月２日 ～ 昭和２９年４月１日
昭和２３年４月２日 ～ 昭和２４年４月１日
昭和１８年４月２日 ～ 昭和１９年４月１日
昭和１３年４月２日 ～ 昭和１４年４月１日
昭和 ８年４月２日 ～ 昭和 ９年４月１日
昭和 ３年４月２日 ～ 昭和 ４年４月１日

令和１０年度

昭和３９年４月２日 ～ 昭和４０年４月１日
昭和３４年４月２日 ～ 昭和３５年４月１日
昭和２９年４月２日 ～ 昭和３０年４月１日
昭和２４年４月２日 ～ 昭和２５年４月１日
昭和１９年４月２日 ～ 昭和２０年４月１日
昭和１４年４月２日 ～ 昭和１５年４月１日
昭和 ９年４月２日 ～ 昭和１０年４月１日
昭和 ４年４月２日 ～ 昭和 ５年４月１日

令和１１年度

参考10
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